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要 約 

ペルーのリマ大都市圏を対象に、「都市成長シミュレーションモデル（LIMA-UVEQ）」を

開発し、増加する人口を受け入れるために実施されるさまざまな公的・私的都市開発事業

に併せて、厳格な建築基準の適用と土地利用計画による開発規制を実施した場合と、そう

した規制を一切行わずに開発事業を進めた場合とで、地震に対する将来の当該都市の脆弱

性が、20年間でどの程度異なってくるかを予測・評価した。予測期間中に地震が発生した

場合としなかった場合の２つのケースについて計算した結果は、これらの２つの政策が、

人口の中心部への集中または郊外部への分散動向、ならびに危険な建物の増減に大きな作

用を及ぼすこと、その傾向が地震を契機に拡大・助長されることが明らかとなった。 

 

キーワード： 人口増加、リマ大都市圏、都市の脆弱性、開発規制、シミュレーション 

 

 

1.問題の背景 

 

 他の開発途上国と同様、ペルーにおいても近年人口増加が著しく、特に首都リマでは、人口集中の結

果、都市圏が急激に郊外へ拡大しつつある（図1）1)。リマ大都市圏の最近10年間の人口増加率は、約2.0％
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で、2010年時点での大都市圏人口は850万人となっている（図2）。したがって、このままの比率で人口

の増加が進めば、20年後の2030年には現在の1.5倍の1260万人となり、新たに約400万人の人口がリマ大

都市圏に居住することになる。ただし、この内約300万人強は自然増で、社会増は100万人弱である2)。 

 いずれにせよ、リマ大都市圏としては、これだけの人口を受け入れるため、今後20年間に公的・私的

部門によるさまざまな都市開発事業が実施されることになり、それに伴う自然の改変は、もし適切な対

策が取られなければ、災害に対する脆弱性を高めることになる3)。 

  

 

図1 20世紀後半におけるリマの居住区の増加（1954, 1971，1986年）（Driant, 1991） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 2003年から2013年のリマ大都市圏の人口推移 

 

2.研究の目的 

 

ペルーのリマ大都市圏における人口の増加が、将来、地震に対する脆弱性をどの程度増加させること

になるかを予測・評価するため、「都市成長シミュレーションモデル（LIMA-UVEQ：Urban Vulnerability 

to Earthquake ）」を開発し、増加する人口を受け入れるために実施されるさまざまな公的・私的部門の

都市開発事業に伴う市街地の拡大と土地利用の変化によってもたらされる地震への脆弱性が、何らかの

地震防災対策を統合してこれらの開発事業が実施された場合と、そうした考慮を一切払わずに開発事業

を進めた場合とで、将来どのように異なるかを比較検討する。また、予測期間中に M7 クラスの中規模

地震が起こった場合と、起こらなかった場合について結果がどのように変化するかを検討する。それら

の結果を踏まえ、都市の成長に合わせて実施すべき、望ましい防災対策の統合案(Policy Mix)を提案する。

シミュレーションは 2010年を基準年として、20年後の 2030年を目標年次とする。 
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3.政策変数 

 

都市開発に併せて実施すべき防災対策の政策変数としては、建築基準法の厳格な順守、造成地や液状

化可能地などへの地盤対策、危険地区の開発に関する土地利用規制、海岸や河川保全（堤防建設）等が

あるが、本モデルでは、以下の 2つの対策について、その効果を検証する。 

X1. 建築基準法の順守政策（XBC） 

遵守した場合：年間建築戸数の 60％が耐震性のある建物となると仮定する 

遵守しなかった場合：年間建築戸数の 20％だけが耐震性のある建物と仮定する 

X2. 開発に関する土地利用規制（XLU） 

  完全な規制：危険な空地の開発は行われないものとする   

半分の規制： 危険な空地の 50％は開発されるものとする 

規制なし：全ての空地を開発可能とする 

 以上より、政策の組み合わせパターンは、以下の6通りとなる。 

 

表1 政策パターン 

建築基準法の順守→ 

↓土地利用による開発規制 

完全順守 

(XBC=0.6) 

不完全順守 

(XBC=0.2) 

完全規制 (XLU=0) P1 P4 

半分規制  (XLU=0.5) P2 P5 

規制なし  (XLU=1.0) P3 P6 

 

4.脆弱性評価の指標 

 

地震災害に対する地域の脆弱性とは「潜在的危険性」を意味する。この脆弱性は、特定の地震の発生

を仮定した時には、被害量として顕在的に計測できる。しかし、それは特定の地震に対してたまたま実

現した脆弱性のアウトプットであって、他の異なった地震では異なった被害となることから、脆弱性の

一面を示したものにすぎない。したがって、ここでは、被害量を予測するのではなく、潜在的危険性を

指標化する。そこで、前節の 2つの政策を評価する指標として、以下の 2つを考える。 

A. 構造物の耐震性能から見た脆弱性 

  非耐震建築物率＝耐震性能のない建築物／全建築物数 

B. 危険な地区に居住している人口からみた脆弱性 

 地震災害危険地域居住者率＝急傾斜地＋ 液状化＋軟弱地盤地域居住者数／全人口 

なお、脆弱性のもう一つの側面として、災害が起こった場合の応急対応力による評価があり、消防力

や医療設備、市民の防災意識などが考えられるが、本モデルにおいては考慮しない。 

 

5.対象地域とモデルの構造 

 

5.1 対象地域とゾーン区分 

 本シミュレーションモデルは、リマ県とカヤオ県の全域を対象とする。2010年時点におけるこの両県

の人口は、8,480,607人、面積は2,819km
2となっている。県の下には、district（地区）と呼ばれる行政区

界があり、リマ県は43地区、カヤオ県は6地区に区分されている。しかし、この区界は面積の大小差が大

きく、中心部は細かく区分され過ぎているため、リマ大都市圏の都市計画では、中心部のいくつかの地

区をゾーンと呼ぶ地区単位にまとめている。そこで、本モデルでも、このゾーンを単位として計算する

こととした。対象地域内のゾーン数は30ゾーンである（図3）。 

 

5.2 モデルの構造 

 図4にモデルのブロックダイヤグラムを示す。本モデルの基本的な構造は、各年度で外生的に与えられ

る全市単位での人口ならびに第2次・第3次産業の雇用人口の増分から、これを収容するために必要とな
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る住宅・商業・工業用地の総需要量を算出し、それを前節の30ゾーンについて算出した「各用途別の立

地魅力指標」に基づいて配分するというものである。各ゾーンの用途別の立地魅力指標は、利用可能空

地・接近性（職場への／市場への／労働力への）・土地利用規制・開発熟度または集積度・地価・公共

サービス（病院／学校／公園等）の積の相対値として、式(1)、(2)、(3)のように定義している。 

 

住宅立地魅力指標： AH (i,t) =  
                           

 

         
 

                            
 

         
  

        

                  (1) 

 

商業立地魅力指標： AC (i,t) =  
                         

                           
        

                             (2) 

 

工業立地魅力指標： AM (i,t) = 
                            

                              
            

                     (3) 

 

   ただし、 ( i,t ) ： ゾーン i、年度 t 

         LV：利用可能空地 

         MH, MC, MM：各用途の開発熟度または集積度 

         EASJ, EASM, EASE:：接近性（職場への／市場への／労働力への） 

      YLPH：住宅地の平均地価 /km
2
 ＝100* {2*LH (i,0) +10*LC(i,0)+LM(i,0)}/AR(i) で定義 

         LH, LC, LM：住宅地・商業地・工業地の面積 

EPL：公共サービス 

 

 
 

 
図 3 対象地域およびゾーン区分 

 

図 4 モデルのブロックダイヤグラム 
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 ここで、利用可能空地については、危険地域に居住する人口を算出するため、安全な空地と、斜面・

液状化等の可能性のある危険な空地とに区分している。 

都市のインフラストラクチュァ整備については、以下のようなルールを設けて内生化している。 

‐新規開発地の道路整備は、現在の道路率と同率の道路が整備されるものとする 

‐新規開拓地における公園は宅地の 10%、リクレーション用地は宅地の 5%が整備されるものとする。 

‐ライフライン整備 電気・水道について住宅の立地に応じ自動的に整備されるものとする 

 

6.データの収集 

 

6.1 必要データ 

 本モデルの実行には、以下のようなデータを必要とする 

（全市データ） 

外生変数 2030年までの各年度の予測人口 

      2030年までの各年度の第 2次～第 3次雇用人口増加数 

（地区別データ） 

 ① 土地利用データ（住宅・商業・工業・公共用地・その他雑種地・利用可能空地） 

② 居住危険地域（急傾斜地・液状化等危険地域・津波危険地域など） 

③ 地価（住宅地・商業地・工業地から定義） 

④ 建物棟数 4)（耐震性能あり・耐震性能なし） 

⑤ 都心へのアクセシビリティ初期値 

 

6.2 土地利用データの取得手順 

 上記の必要データの中でも、特に重要なのが土地利用データである。ペルーの場合、大都市圏計画研

究所（IMP: Institute Metropolitano de Planificacion )が、リマ県とカヤオ県の土地利用現況に基づく計

画図を、pdf形式でdistrict（地区）別にウエブサイトに公開している5）。図5は、ミラフローレス地区

の例である。そこで、両県の49地区の図面をフォトショップに移し、縮尺を調整して1枚の地図と

してつなぎ合わせ、そこに今回の計算単位である30ゾーンの境界を引いて（図6）、各ゾーン別に土

地利用状況を計測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ミラフローレスの土地利用計画図 

図 6 フォトショップで繋ぎ合わせた 

   リマ大都市圏の土地利用計画図 
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 ただし、この土地利用計画図は現況に併せて作られているため、その土地利用は約40のカテゴリーに

区分されている。例えば住宅地は高度制限によって5区分に、商業地は3区分に、工業地は6区分に分割さ

れている。そこで、これらを本モデルで使用する5区分に集約している。 

 

7.結果の考察 

 

7.1 比較ケースの設定 

シミュレーション計算は、表1の6つの政策パターンについて、予測期間中の20年間に全く地震が起こ

らなかった場合と、基準年から5年目の2015年に地震が起こった場合の2通り、すなわち合計12通りの計

算を行った。 

地震が起きた場合の被害については、以下のように設定した6)。 

人的被害：1％ 

リマ大都市圏からの一時疎開率：10％ 

建物倒壊率 耐震建物：0.1％ 

      非耐震建物：2％ 

本論文では、紙数の関係上、最も対照的な、建築基準ならびに開発規制の完全順守政策（P1）と、逆

に両方の不適用政策（P6）の2パターンのみについて、地震のなかった場合とあった場合の結果を比較

する。したがって、比較ケースは以下の4通りとなる。 

 

表2 比較するシミュレーションケース 

↓地震有無   政策→ 政策 (P1) 政策 (P6) 

地震なし ケース 1 ケース 2 

5年後に地震発生 ケース 3 ケース 4 

 

7.2 ゾーン別の人口予測結果 

 表3は、各ゾーンの2030年時点での人口の計算結果を、上記4つのケースについて示したものであるが、

同時に、地震のなかった場合における2つの政策の差異（P6-P1）と、それぞれの政策について、地震が

あった場合となかった場合の差分とを示した。これらの

結果は、この極端に異なる2つの政策が、将来の都市圏

域の拡大をどのような方向に誘導するかを決める、決定

的な変数であることを示している。 

 先ず、地震のない場合の2つの政策を比較すると、規

制がない場合は規制がある場合に比べ、中心部の14のゾ

ーンで、5,000人以上の人口増加がみられる。逆に、厳

格な規制が実施された場合は、9つの郊外ゾーンで大幅

な人口増加をもたらす（図7）。このことは、規制が緩

いと中心ゾーンへの人口集中が進み、厳格な建築基準の

実施と開発規制が行われると、中心部ゾーンの人口増加

が抑制され、都市域が郊外へ拡大することを示す。 

 表の右部分では、地震の有無による人口増加の違いを

各政策別に示しているが、両方の政策ともに、中心ゾー

ンの人口が大幅に減少し、その分、郊外の、21～23なら

びに、25～27の6つのゾーン（図7で破線の丸で囲んだ地

区）の人口が増加している。これは、地震後の復興過程

でこれらの郊外ゾーンに大規模な新規住宅地が開発さ

れることを示している。 

 
図 7 人口増加の比較 
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表3 2013年の各ケースの人口予測結果と政策間の差異 

 

 

7.3 非耐震建物の増加 

 表4は、2030年時点で、非耐震建物の比率が基準年と比べてどの程度変化したかを、4つのケースで比

較したものである。 

 先ず、表の左半分に示す地震がなかった場合の、P1

（建築基準の厳格な適用）を見ると、当然ながら全ての

ゾーンにおいて比率が低下している。つまり、今後人口

や建物が増加しても今以上には脆弱な建物が増えない

ことを示す。とりわけ、5つのゾーン（図8に白の三角で

示す）では、10％以上の低下がみられる。逆に、建築基

準を順守しないと、ほぼ全てのゾーンで比率が上がり、

脆弱な建物が増加するが、とりわけ6つのゾーン（図8

で黒三角で示す）では、10％以上の増加である。この2

つの政策による非耐震建物率の差が、30％を超えるゾー

ンが2つ、20％を超えるゾーンが3つあり、これらのゾー

ンに対しては、特別な対処が不可欠となる。 

 地震が起きた場合の結果を表の右半分に示している

が、地震がこうした傾向を加速する様が読み取れる。す

なわち、政策P1では、より非耐震建物率が下がり、政策

P6では、非耐震率がさらに上がっている。これは地震に

より建物の建て替えが進み、P1政策では質の高い建物が

建設されるのに対し、P6政策では粗悪な建物が再建され

るためと考えられる。図8において破線で丸を付けたゾ

ーンでは、1％以上の悪化が観測されている。 

 
図 8 非耐震建物の比率の変化 
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表4 非耐震建物比率の変化 

 

 

7.4 危険な土地に居住する人口 

 表5は、地震により大きな被害の出る可能性の高い危険な土地に居住する人口の比率を、基準年と2030

年の予測結果とを比較したものである。 

 先ず地震のない場合の結果をみると、当然のことな

がら、危険な地域への開発規制政策（P1）は、全ての

ゾーンで危険地居住人口比を減少させている。とりわ

け27ゾーンは30％以上の減少であり、開発規制の適用

が不可欠であることを示す。また、10％以上の減少と

なっているゾーンも4ゾーンある。逆に、開発規制を

適用しない政策P6では、中心部のゾーンにはさほど大

きな変化はないが、郊外ゾーンでは大幅な増加となる

（図9の黒三角ゾーン）。特に先の27ゾーンでは、規

制がある場合とない場合の差異は56％にも達する。 

 地震が発生した場合の結果は、P1政策でもP6政策で

もごく一部のゾーン除き、地震がなかった場合と比べ、

危険地居住者率を高めている。当然、開発規制がなか

ったP6政策の方が危険地居住率の増加が大きいが、と

りわけ、13個所のゾーン（図9の白い三角）では、3％

以上の変化が見られる。注目すべきは、これらのゾー

ンが、郊外部に限らず中心部でも観測されることであ

る。この原因は、地震後の復興過程でかなりの人口の

流動化が起こり、全てのゾーンで新規居住地を求める

需要が拡大するためと考えられる。 

 図 9 危険地に居住する人口の比率の変化 
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表5 危険地に居住する人口の比率の変化 

 

 

8. 結論と提言 

 

 本論文は、ペルーのリマ大都市圏における人口増加が、将来、地震に対する脆弱性をどの程度増加さ

せるかを予測・評価するため、「都市成長シミュレーションモデル（LIMA-UVEQ）」を開発し、建築基

準の厳格な適用と危険地区への開発規制の2つの政策についてその効果を検証したものである。 

シミュレーションの結果は、建築基準の厳格な適用と危険地域への開発規制が、中心部の既成市街地

への人口集中を抑制し、郊外へ拡大化する効果を持つことを示した。これは既成市街地の環境保全に有

効である。また、地震の発生は、郊外の開発を促進し、その復興過程で、特定ゾーンに大規模な宅地開

発が集中すること、したがって、そのゾーンに対しては、開発後の環境を保全のため、特例としてでも、

建築基準の厳格な順守と危険地区への開発規制の網を掛けることが重要となることを示唆している。 

 建築基準の厳格な適用は、非耐震建物の減少に極めて有効であるが、とりわけ人口の急増が見込まれ

るゾーンに対しての適用に重点を置く必要があること、また、地震後は、郊外ゾーンにおいて急激な開

発ラッシュが見込まれることから、建築基準の順守による建物の品質の維持のためには、不正建築の取

り締まりのためにモニタリング機能の導入を検討すべきであることが提言される。 

 危険地域の開発規制は、危険地域に居住する人口の減少に大きな効果を持つ。その効果は、全ゾーン

に見られるとはいえ、特に特定のゾーンにおいて著しい。したがって、そうしたゾーンを特別規制ゾー

ンとして認定し、それらに対してだけ強い規制をかけることも考えるべきである。 

 以上、本モデルによるシミュレーションは、限られたデータの制約のため、必ずしも十分な精度を持

っていないが、筆者らとしては、それでも有効な政策提言が可能になったと考えている。 
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ABSTRACT 

Looking ahead ten or twenty years, the urban population will inevitably increase in the Lima Metropolitan Area. 

Varieties of urban development projects will naturally be implemented in order to accommodate these additional 

population increments, resulting in increase of vulnerability to disaster /earthquake if no actions are taken. A 

Computer Simulation Model / LIMA-UVEQ has been developed aiming to forecast a deference of vulnerability to 

earthquake disasters in Lima Metropolitan Area twenty years later between two cases where some earthquake 

damage mitigation measures could be incorporated with urban development projects and where no such measures 

could be taken into account. The model, then, tries to propose appropriate policy mix to be implemented in line 

with urban growth.  
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